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依存：Sequential failure logic」または「優先 AND ゲート」に関わる参考文献の調査
を学内データベースで行った．その結果，対象論文 28,981,661 件中，前者 2 つの AND
検索では 20 論文あったが，後者 2 つのいずれかの AND 検索では 0 件であった（詳
細については付録：参考文献の調査を参照）． 
そこで，本研究の第Ⅰ章「事象生起順序依存-非コヒーレント（S-N）FTA」では，





















[1] IEC 61508：Functional safety of electrical / electronic / programmable electronic 
safety-related systems, Part1～7, IEC，Geneva（1998～2000） 




            付録：参考文献の調査 
 
本研究に関わる参考文献の調査を学内データベースの JSTPlus＋JMEDPlus＋
JST7580e で 1975 年から現在 (2010.0210)までの調査を行った． 
その結果，対象論文 28,981,661 件中①Non-coherent，非コヒーレント等その他類似
4 語の OR 検索では 4,407 件，②FTA 他類似 6 語 OR 検索では 6,399 件，③Sequential 
failure logic 他類似 5 語 OR 検索では 32 件，④Priority and gate 他類似 5 語 OR 検索で
は 28 件の文献があった． 
しかし，上記の調査の範囲において，上記の①Non-coherent 他類似 5 語 AND②FTA
他類似 6 語の関連検索では，わずか 20 件の文献となり、これには、まず 1978 年に










一方，②FTA 他類似 6 語 AND③Sequential failure logic 他類似 5 語の関連検索では，
22 件の文献があるが，これらは全て佐藤または陶山研究室からの論文や報告である． 
また，②FTA 他類似 6 語 AND④Priority and gate 他類似 5 語の関連の検索では，23
件の文献であるが，これらの内，18 件が佐藤または陶山研究室からの論文や報告で
ある． 
その他 5 件の内 1 件は，Ridley L. M.らによる冗長システムの FTA に優先 AND ゲ
ートを導入し，マルコフ法と組合せた計算機解析を提案している[付 4]． 
残りの 4 件は，柳らによる優先 AND ゲートを用いた FT の定量的解析として，ダ











ント FTA で Sequential failure logic または優先 AND ゲートを論じたものは見当たらな
かった．すなわち，①Non-coherent 他類似 5 語 AND③Sequential failure logic 他類似 5
語及び①AND④Priority and gate 他類似 5 語の関連検索では，共に該当論文・報告は 0
件であった． 
このことは，①Non-coherent 他類似 5 語 AND②FTA 他類似 6 語にディペンダビリ
ティまたは安全に関わる③Sequential failure logic 他類似 5 語または④Priority and gate
他類似 5 語を AND で追加した場合の検索論文は 0 件であり，本研究は新たな取組み
といえよう． 
参考文献 
[付 1] Caldarola L：Fault tree analysis with multistate components，Top Meet Probabilistic 
Anal Nucl React Saf，№.3，pp.Ⅷ.1.1-28，USA(1978) 
[付 2] Alesso H P：Some algebraic aspects of decomposed non-coherent structure functions，
Reliab Eng，Vol.5 No.3，pp.129-138，GBR (1983) 
[付 3] Johnston B D and Matthews R H：Noncoherent structure theory: A review and its role 
in fault tree analysis、UK At Energy Auth，p.90，GBR (1983) 
[付 4] Ridley L M and Andrews J D：Optimal design of systems with standby dependencies，
Qal Reliab Eng Int，Vol.15 No.2，pp.103-110，GBR (1993) 
[付 5] 弓削哲史，柳繁：優先 AND ゲートを含む FT の最小カット集合について，電
子情報通信学会技術研究報告，Vol.106 No.159(R2006 19-26)，pp.7-12(2006) 
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ゲートの定常確率，電子情報通信学会技術研究報告，Vol.107 No.270(R2007 
37-45)，pp.7-12(2007) 
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Reliab Eng System Saf，Vol.93 No.11，pp.1577-1583，GBR(2008) 















































































FTA（FT）：Fault Tree Analysis（Fault Tree）． 
S-N-FTA （ S-N-FT ）： Sequential Non-coherent Fault Tree Analysis （ Sequential 
Non-coherent Fault Tree）． 























取りあげ，これにより S-N-FTA の展開のための新たな表記法を明確にする． 
２．１ S-N-FT における AND 論理 
２．１．１ S-N-FT AND ゲート入力の表記方法 
S-N-FTA では，非コヒーレントシステムを想定し[9] [10]，基本事象の発生順位
の検討が必要である[11]．そこで，まず FT のゲートへの入力 iX と iX を次のよう
に定義する． 
 
・入力 iX は事象 iX と状態 iX とからなる． 
  ・入力 iX は事象 iX と状態 iX とからなる． 
 
図1は，Event(事象) iX 及びState(状態) iX からなる Input（入力) iX ，さらにEvent(事













図 1 では，時刻 1t 以前では，状態 iX であり， 1t で状態 iX と変化する．例えば事
象 iX を故障とすると，状態 iX はフォールトである．状態 iX は時刻 2t (＞ 1t )で状態
iX と変化する．同様に，事象 iX は修復，状態 iX はアップと見なすことができる． 
すなわち，図 1 においては，入力 iX は一点鎖線の部分の事象 iX と状態 iX とが
該当し，入力 iX は実線の部分の事象 iX と状態 iX とが該当する． 



















図 1 FT のゲートへの入力




図 2 FT AND ゲートの入力と出力との関係 
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図 2 では，FT の AND ゲートへの入力 1X ，入力 1X ，入力 ２X 及び入力 2X との
関係を示している．状態
1X は時刻 1t で状態 1X と，状態 2X は 2t (＞ 1t )で状態 2X と
変化している．さらに状態 1X は 3t (＞ 2t )で状態 1X と，状態 2X は 4t (＞ 3t )で状態 2X
と変化する． 
これら状態の変化に対する当該 AND ゲートの出力は，時刻 1t よりも前でそれが
真でなければ，尐なくとも 1t ， 2t ， 3t ， 4t などで真になる可能性があるが，本章
では出力が真となるのは，この時点のいずれかとする． 
ここで，最小カット AND 構造の出力が真となると頂上事象が真となること，す
なわち生起することを意味する．また図 2 では，出力 1 が 1t ，出力 2 が 2t ，出力 3
が 3t ，出力 4 が 4t でそれぞれ真となっているとする． 
そこで，図 2 において各出力の最小カット集合の表記を以下に定義する． 
・時刻 1t で出力が真になる場合：( 2X → 1X ) ここでは，状態 1X から状態 1X に
変わること(事象)を→で表し，最小カット中の 2X と 1X は状態を表す． 
・時刻 2t で出力が真となる場合：( 1X → 2X )． 
・時刻 3t で出力が真となる場合：( 1X → 2X → 1X ) ここで，入力 1X と入力 2X と
の順序が出力に無関係ならば，入力 1X を省くことができる．  
・時刻 4t で出力が真となる場合：( 1X → 2X → 1X → 2X ) ここで，入力 1X と入力
2X との順序が出力に無関係ならば，それらを省くことができる． 
２．１．２ 非コヒーレント FT（N-FT ）の AND 論理との比較 
N-FT では，カット集合の要素中に，ある要素とその否定要素が併存する場合が
ある．この場合，当該カット集合は論理的に矛盾するため成立しない． 
例えば，図 3 は，入力 1X ， 2X ， 2X 及び頂上出力 fS からなる N-FT 例である． 
 
 
                        2121f XXXXS     (1) 
 
                       22121 XXXXX        (2) 
 




 図 3 入力 1X , 2X 2X 及び頂上出力 fS からなる N-FT例 
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図 3 から， fS を真にさせる論理演算は式(1)～(3)となる．この中で，演算の途









慮した S-N-FTA 技法を考察する． 
２．２．１ 機械の保全時災害 
図 2 の入力 1X ，入力 1X ，入力 ２X 及び入力 2X とが， 
入力 1X ：保全員が機械の可動域に入ろうとし(事象)，入った状態，  
入力 1X ：保全員が可動域から出ようとし(事象)，出た状態，  
入力 2X ：機械の作動開始(事象)及び作動状態，  
入力 2X ：機械の作動停止(事象)及び停止状態， 
とする． 
機械が作動状態 2X では保全員が作動域に入らないとすると，入力 2X では入力
1X は生じない．入力 2X では入力 1X が生ずる可能性がある．状態 1X のとき入力 2X
が生じると出力が真となる(すなわち故障あるいは事故が発生する)． 

















a) 主電源のアップ状態を状態 1X とし，故障及びフォールトを入力 1X とする． 
b) 予備電源のアップ状態を状態 2X とし，故障及びフォールトを入力 2X  とす
る． 
c) 切替えスイッチの故障及びフォールトを入力 ３X ，修復(事象)及びアップ状












施した S-N-FT を図 5 に展開する． 
TopE は「全要素がフォールト( 1S )」，「2電源がフォールト( 2S )」，「主電源と
切替えスイッチがフォールト( 3S )」，「予備電源と切替えスイッチがフォールト
( 4S )」または「いずれかの１要素がフォールト( 5S )」のいずれかにより生起する可 
 






























































































































































































































































































































































































































































































































































1S は「主電源がフォールト( 1X )」，「予備電源がフォールト( 2X )」，及び「切
替えスイッチがフォールト( 3X )」により生起し TopE を真とする． 
2S は「 主電源のフォールトが先行する( 21S )」または「予備電源のフォールトが
先行( 22S )する」場合が考えられ, 21S では, 1X から 2X の順で, 22S では 2X から 1X
の順で生起する． 
以下 3S 及び 4S についても同様に展開ができる．しかし，前提条件により 5S では
TopE は真にならない． 
また 32S では，予備電源側に接続したままであるので TopE は真にならない． 41S で
は，主電源側に接続したままであるので TopE は真にならない．図中では， TopE を
真とさせない結合を破線で示す． 
したがって，図 5 におけるカット集合は，( 1X , 2X , ３X )，( 1X → ２X )，( ２X → 1X )，
( 3X → 1X )及び（ 1X → 3X → 1X → ２X ）となるが，( 1X , 2X , ３X )は，最小カット集合
ではない． 
以上のことから，最小カット集合は、 ( 1X → ２X )，( ２X → 1X )，( 3X → 1X )及び
( 1X → 3X → 1X → ２X )となる．ここで( 1X → 3X → 1X → ２X )は，事象生起順序依存-
非コヒーレントシステムの特徴を表している． 










ォールトとの関係を図 6 に示す． 
図 6(A)は，主電源が時刻 1t で状態 1X から状態 1X に遷移し，その後予備電源が時
刻 2t (＞ 1t )で状態 2X から状態 ２X 遷移している． 




カット集合は（ 1X → ２X ）と表現できる． 
図 6(B)は，最初に予備電源が時刻 1t で状態 2X から状態 ２X に遷移し，次に主電
源が時刻 2t (＞ 1t )で状態 2X から状態 1X に遷移している． 
このため，主電源が時刻 2t で遷移した場合に出力が真(電源システムがフォール














図 7 に示すように，最初に切替えスイッチが時刻 1t で状態 3X から状態 3X に遷
移するため，主電源が時刻 2t (＞ 1t )で故障しても予備電源に切替えることができず












図 6 全ての電源がフォールトの場合の出力との関係 
 




図 8 に示すように，主電源が時刻 1t で状態 1X から状態 1X に遷移し，予備電源
に切り替わる．その後，切替えスイッチが時刻 2t (＞ 1t )で状態 3X から状態 3X ，す
なわちフォールトに遷移する．主電源が時刻 3t (＞ 2t )で修復するが，予備電源から
主電源に切替えることができず，スイッチ回路はそのままの状態を保つ．時刻 4t (＞
3t )で予備電源が状態 2X から状態 ２X に遷移し，電源システムがフォールトとなる．













 以上により，電源システムのフォールトに対する最小カット AND 構造の OR 結













図 8 主電源が故障中に切り替えスイッチが故障した場合の出力との関係 
 







故に，最小カット集合は，( 1X → 2X )， ( 2X → 1X )及び（ 3X → 1X ）のみとなる． 
これらの最小カット集合 AND 構造の OR 結合を図 10 に示す．これはコヒーレ














 図 10 修理の無い電源システムの順序依存 FT 
18 
 
３．S-N-FTA の実事故への適用[14], [15] 
システムの安全性が S-N-FTA により合理的に解析可能なことを，強制給排気式
石油温風暖房機(以下 FF ストーブ)の事故事例を基に以下に例示する． 
３．１ FF ストーブ事故の概要 
M 社の 1985 年～1992 年製の FF ストーブにより，2005 年の 1 月～11 月の間に
CO ガスの漏洩による中毒事故が 4 件生じた．内 2 件で 2 名の死亡が発生した． 
これら一連の事故の原因は，燃焼室に燃焼用空気を送る主エアホースの劣化に
より生じた亀裂からの CO ガスの漏洩である可能性が高いとされた．  
経済産業省は，M 社に対し，消費生活用製品安全法第 82 条の規定に基づき，該
当する製品について，回収または点検及び改修，危険性の周知等必要な措置をと





















図 11 FF ストーブの構造概要[17] 
19 
 
この FF ストーブの(a)正常な燃焼状態と(b) CO ガスの漏洩による中毒事故発生



































図 12 CO ガスの漏洩による中毒事故発生のメカニズム[17] 
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３．３ 中毒事故 FT の展開 















事象「CO ガス中毒事故(Etop)」は事象「室内に致死量の CO ガス漏洩( 1E )」と
状態「室内に人がいる( 1S )」とが「長時間継続する(I)」により発生する．E1 は事
象「室内に CO ガス漏洩( 11E )」と状態「換気をしていない( 11S )」とが共に真であ
ることにより生起する． 
以上の結果を基に， 11E を頂上事象として実施した S-N-FT を図 14 に示す． 
11E は「不完全燃焼( 21E )」と「給排気系統に孔( 21S )」とにより生起する． 21E





































































1S5 は入力の「パイロットエアホース正常( 1N )」，「燃焼用送風機正常( ５X )」，「給
気パイプ非封鎖( 8X )」，「排気パイプ非封鎖( 10X )」の全てが真とき生起する． 1N は 
「パイロットエアホース孔無し( １X )」かつ「パイロットエアホース非封鎖( 6N )」
により真となる． 
また 2S5 は「パイロット空気正常( 2N )」，「ノズル正常( 3N )」，「バーナ正常( 4N )」，
「フレームロッド正常( 5N )」の全てが真のとき生起する． 2N は １X ， 6N ， ５X の
全てが真のとき真となる．すなわち， 1S5 及び 2S5 の基本入力が全て正常に動作す
ることにより，パイロット燃焼システムは継続燃焼する． 
一方， 31S は「主エアホース孔( 2X )」，「燃焼用送風機異常( 5X )」，「給気パイプ
封鎖( 8X )」，「主エアホース封鎖( 9X )」，「排気パイプ封鎖( 10X )」のいずれかが真と
なることにより生起する． 
21S は「パイロットエアホース内孔( 1X )」，「主エアホース孔( 2X )」，「燃焼室内
孔( 3X )」，「燃焼用送風機回転低下( 5X ) かつ給気パイプ内孔( 4X )」，「熱交換機内孔
( 6X )」または「排気パイプ内孔( 7X )」のいずれかが真のとき生起する． 
以上，図 14 では，一重丸はフォールトを，二重丸はアップを表し，フォールト
とアップを表す入力が併存する．なお，図 14 ではフォールトを表す入力は非修理
であるが，SW は ON-OFF（すなわちSW とSW ）が可能である． 
３．４ 最小カット AND 構造の OR 結合 
図 14 に示す S-N-FT から， 11E を生起させる論理演算は，以下となる． 
S21S3131ES21E21E11  21S31S2S51S5SW          (4) 
SW 以外の入力は非修理であることから，カット集合の論理的な整合性におい
て，例えばカット集合( ３２１１ X,X,X,X )のような １X と １X との組合せは，同時に真
になることはない．従って式(4)は以下となる． 
108561 XXXNXE11 ＝  
  7639 XXXX52SSWXS52SW  ２     (5) 
式(5)から E11 は次の 4 つの入力群での組合せによって起きる．  
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 ２X,S52SW,1C  , 
 ９３ X,X,2S5,SW2C  , 
 ９６ X,X,2S5,SW3C  ,  
 ９７ X,X,S52,SW4C                       (6) 
ここで， 543 NNNXNXS52  ５６１ である． 
 
次節で，これらの入力の組合せ 1C ， 2C ， 3C ， 4C による最小カット集合を求め
る．なお， 1C ， 2C ， 3C ， 4C を最小カット AND 構造で表したとき，これらの












11E を生起させる入力群 1C ， 2C ， 3C ， 4C について，それぞれ，基本入力の順
序依存を検討する． 
３．５．１ 入力群 C1 
3 つの基本入力からなる C1 において，これら入力の発生順序の順列は，表 1 に
示す 6 通りとなる． 
事故が発生するためには，パイロット燃焼システムが正常であることが必要で
ある．このシステムは非修理であるので，設置時より正常でなければならなく，
2S5 が順位 1 の順列番号 3（ 2S5 →SW→ 2X ）及び順列番号 4（ 2S5 → 2X →SW）
以外は現実には存在しないこととなる． 
 












従って，入力群 1C による最小カット集合は， ( 2S5 →SW→ 2X ) 及び
( 2S5 → 2X →SW)となる． 
なお，表 1 の評価において，○は最小カット集合となるもの，×はならないこ













３．５．２ 入力群 C2 
4 つの基本入力からなる 2C においては，入力発生順序の順列は，表 2 に示す 24
通りなる．3.5.1 と同様に， 2S5 が順位 1 以外は現実には存在しないので，
( 2S5 →SW→ 3X → 9X )， ( 2S5 →SW→ 9X → 3X )， ( 2S5 → 3X →SW→ 9X )，
( 2S5 → 3X → 9X →SW)，( 2S5 → 9X → 3X →SW)，( 2S5 → 9X → 3X →SW)が最小カッ
ト集合となる．図 15 の C2 の移行記号 2 は図 17 に転移する． 
 
順列  
順序 1 2 3 4 5 6 
1 SW SW S52 S52 X2 X2 
2 S52 X2 SW X2 SW S52 
3 X2 S52 X2 SW S52 SW 










表 1 最小カット集合 C1 の順序依存 
 































３．５．３ 入力群 C3 
4 つの基本入力からなる 3C においては，入力発生順序の順列は 24 通りなる．こ
のうち入力群 C2 と同様に， 2S5 が最初から正常である順列の 7～12 の 6 つのみ
が最小カット集合となる．これらの最小カット AND 構造は，表 2 及び図 17 の 3X
 
図 17 入力群 C2 の最小カット集合 AND 構造の OR 結合 
順列  
順序 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
1 SW SW SW SW SW SW S52 S52 S52 S52 S52 S52 
2 S52 S52 X3 X3 X9 X9 SW SW X3 X3 X9 X9 
3 X3 X9 S52 X9 S52 X3 X3 X9 SW X9 SW X3 
4 X9 X3 X9 S52 X3 S52 X9 X3 X9 SW X3 SW 




13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 
1 X3 X3 X3 X3 X3 X3 X9 X9 X9 X9 X9 X9 
2 SW SW S52 S52 X9 X9 SW SW S52 S52 X3 X3 
3 S52 X9 SW X9 SW S52 S52 X3 SW X3 SW S52 
4 X9 S52 X9 SW S52 SW X3 S52 X3 SW S52 SW 
評 価 × × × × × × × × × × × × 
 
表 2 最小カット集合 C2 の順序依存 
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を 6X に置き換えることで同様に展開できるが，ここでは省略する．  
 
３．５．４ 入力群 C4 
4 つの基本入力からなる 4C においても，入力群 C2 と同様に，全 24 通り中の 2S5
が最初から正常の 6 つ最小カット集合となる．また，これらの最小カット AND 構
造は，表 2 及び図 17 の 3X を 7X に置き換えることで同様に展開できるが，ここで
は省略する． 
３．６ 事故原因の推定 
本章 3.5 項の結果から， 11E を生起させる入力群 1C では，最小カット集合の
( 2S5 →SW→ 2X ) または( 2S5 → 2X →SW)，すなわち，状態 2X が真であることによ
ってのみ事故が起きた可能性がある． 
しかし，入力群 2C では，状態 3X と状態 9X とが，入力群 3C では，状態 6X と状
態 9X とが，入力群 4C では，状態 7X と状態 9X とが共に真であることによって事故
が起きた可能性がある．このことは， 11E を生起させるには入力群 1C が最も高く，
入力群 2C ， 3C 及び 4C の可能性が低いことを示唆している． 
一方，この FF ストーブの 4 件の事故調査結果では，「主エアホース孔( 2X )」以
外の「燃焼室内孔( 3X )」，「熱交換機内孔( 6X )」及び「排気パイプ内孔( 7X )」は観
測されず，また給気口及び給気筒の閉塞率を約 70％以上及び燃焼用送風機の最高
回転数の約 85％以下では CO ガスの発生は若干増加したものの継続燃焼はしない
と報告されている． 





この事故は，「主エアホース孔」X2 の発生による空気圧低下が考えられ， 2X に
伴うバーナの不完全燃焼を促進する 2 次故障といえる．さらに， 2X が図 14 に示



















３．７ 従来の FTA との比較 
従来のコヒーレント FTA においては，主に異常や失敗事象，またはフォール
トや異常の状態にある原因を対象として FT を展開し解析する．例えば，3.3 節で
取り上げた CO ガス中毒事故において「室内に CO ガス漏洩」を頂上事象として
実施したコヒーレント FT を図 18 に示す[18], [19]． 
図 18 から，以下の 9 個の最小カット集合  9,2,1C*i ・･・i が得られる． 
 C2H1,C ＊１ ,  C4H1,C 
＊
２ ,  C5C1,H1,C 
＊
３ ,  
 C6C1,H1,C ＊４ ,  C8C7,C1,H1,C 
＊
５ ,  C9C7,C1,H1,C 
＊
６ ，    (7) 
 C5C3,H1,C*7  ,  C6C3,H1,C
*
8  ,  C7C3,H1,C
*
9    
S-N-FTA では，このうちの  C2H1,C ＊１ から得られる( 2S5 →SW→ 2X ) 及び






























































まず S-N-FT の最小カット AND 結合における基本入力について，新たに入力 iX
とその否定入力 iX を用いて定義した．これにもとづき，複数個の入力 iX 及び否定
入力 iX  ni ・･・,2,1 からなる最小カット集合について，それらの入力及び否定入
力の発生順序を考慮して表記する方法を提案した． 
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付図 1 各種材料の使用時間と物性低下の関係[付 1] 
（注：図中のγは引用図に追記） 
 











０ １ ２ ３ ４



































付図 1 と付図 2 とを関連付けを行った資料例の調査をした．調査の範囲におい









そこで，付図 1 と付図 2 とを関連付けたシステム及び材料・部品の信頼性につ
いて，以下に検討する． 
今修理がないシステムの故障率関数を  tS ，信頼度関数を  tRS ，不信頼度関数
を  tFS とすれば，システムの累積時間当たりの故障回数 SW は以下となる． 




          (A1) 
したがって，システムの SW を考察するには，システムが故障となる構成部品
個々の不信頼度関数  tFi についての累積時間当たりの故障回数からシステムの
安全を検討すれば良い．すなわち，構成部品での経年故障の累積時間当たりの故













               (A2) 
該当故障である NBR が付図 1 に追記したように，時間軸に位置補正 を持つ経
年故障をもっているとすれば，そこでの累積時間当たりの故障回数 iW は式(A1)，
式(A2)より以下となる．なお，NBR の は，種類によって異なるが通常 4～10 年
位といわれている[付 3]． 







早い過程により支配され，全反応速度 K は以下で表される[付 6]． 







               （A4) 
 式（A3）及び式(A4)は，システムの信頼性設計における NBR の劣化によるデ
ィペンダビリティ技法及び機能安全との融和を図るための劣化メカニズムの基本
式となる． 












 exp               (A5) 
ここで,A 及びｎは部品･材料などで決まる固有の定数、Ea は活性化エネルギー、
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一方，最近の機能安全規格 JIS C 0508[2]では，特定の危険事象に対し安全な状態を
達成または保持する安全機能の遂行システムに関して，そのフォールトを自己診断
機能で検出可能な D フォールトと検出できない U フォールトとに分類している．す
なわち，保全は D フォールトと U フォールトに対するそれぞれの様態として分類し
ている． 
本論文は，まずディペンダビリティと機能安全に対して保全の分類方法の違いに
ついて述べる．次に U フォールトの保全と D フォールトの保全に対して，それぞれ
の機器の故障率が一定(指数分布）で修復が諸修復分布に従う場合のアンアベイラビ



























U 故障：U フォールトの開始． 
U フォールト分布：U フォールトを PT によって発見し，修理を行い修復する過程の
分布．各チャネルの U フォールトが PT によって発見されてから修復されるまでの
修理時間は，U フォールトが次の PT まで潜在する時間に比して十分小さく無視し
得るものとする．システムダウン時間は，修理チーム数による影響を受けない． 
平均フォールト時間：修復が U フォールト分布に従う k/n システムの r チャネルが同
時にフォールトにあるときのその状態の平均持続時間（r＝1, ･･･, n-k）． 
平均ダウン時間：修復が U フォールト分布に従う k/n システムがダウンにあるとき
のその平均持続時間． 
修復：チャネルまたは k/n システムのフォールトの終結． 
平均修復時間：チャネルの修理を開始してから修復するまでの平均時間． 
推定式：k/n システムのアンアベイラビリティを理論的に求めた式（5.1，表 1 参照）． 
推定値；推定式に必要な条件を代入し求めた値． 
収斂値：モンテカルロシミュレーションで収斂する値． 





nkA ：k /n システムのアンアベイラビリティ． 
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 ,,, 321 xxx ：ｋ/n システムの状態を表し， ix はチャネル i の状態．チャネル i は 0ix
で正常， 1ix でフォールト． 
 ,,, 321 xxx
P ：k/n システムが  ,,, 321 xxx にある確率． 
k：システム運用開始から k 番目の PT（図 5 参照）． 
T：ある PT から次 PT までの時間． 
 tFi ：チャネル i の不信頼度関数． 
 tFS ：1/n システムが時刻 0 で正常であり，時刻 t でダウンにある確率． 
rMFT ：1/n システムにおける r 個のチャネルの平均フォールト時間（r =1, 2, 3, … n）． 
MTTFF [h]：各チャネルの最初の故障までの平均時間． 
MTTF [h]：各チャネルの故障までの平均時間． 










































U フォールトは，PT で発見されるまで修理が行われない．PT 後の修理時間は，
PT 間の時間間隔に比べ無視できるほど小さく，従来のディペンダビリティで用いる









(2) システムを構成する各チャネル i は，互いに独立して故障する． 
(3) 各チャネルの故障率は，一定故障率 [1/h]をもつ指数分布に従う．また修復は，
指数分布，正規分布，対数正規分布及び矩形分布または U フォールト分布に従



















図中では，時刻 1t で PT が実施され，その直後は全てのチャネルが正常である．そ
の後，まずチャネル 1 が U フォールトとなり，次にチャネル 3 が，さらにチャネル
2 が U フォールトとなり，最後にチャネルｎが U フォールトになる．この時点でシ













作動要求状態を考慮した U フォールト分布における 1/2 システムの危険事象率は，
下平らにより定式化[4]されている． ここでは，まず修復が U フォールト分布に従う
1/n システムの，次に k/n システムのアンアベイラビリティの定式化について，不信
頼度関数及びマルコフ近似を用い検討する． 
４．１ 不信頼度関数による 1/n システムの定式化 
U フォールト分布に従う 1/n システムを構成する各チャネル( ni ,,3,2,1  )の不信











































1/n システムの t でダウンの確率  tFS は図 3 から以下となる． 
   rS PtF  時刻ｔで全てのチャネルがフォールト 
     rP  (チャネル 1 が t でフォールト)∩(チャネル 2 が t でフォールト) 
∩･･･ ･･･∩(チャネル n が t でフォールト) 
     tFtFtF n 21                 (1) 
ここで， kT ＜ｔ≦  Tk 1 より  kTt  ≪1 の場合， 
     kTtetF kTti 
 1                  (2) 
となり，式(1)は以下となる． 
    nS kTttF                            (3) 
アンアベイラビリティ nA1 は，修理チームの数が 1 チーム以上であれば，チャネ






































 ここで，T を各チャネルの平均修復時間 1 で表すと， 2T となるので，式(4)
は以下となる． 
nA1    12 n
n
                           (5) 
４．２ マルコフ近似による k/n システムの定式化 


























図中，状態 i  ni  ,1,0 は， i 個のチャネルがフォールトにある個々の状態
 nxxx ,, 21 全ての集合を意味する． iP は，状態 i の確率を示す． 





状態 i に含まれる任意の状態  nxxx ,, 21 から次の状態  1i に遷移する経路は
 in  通り存在する．従って，状態 i から  1i には，遷移率  in  で遷移するこ
とになる． 
また，状態 i にある任意の状態  nxxx ,, 21 から状態 0 へは唯一の経路で状態遷移












                        (7) 










                      (8) 
式(7)及び式(8)より k=1 の場合の近似は式(5)となる．このことは U フォールト分布
が，マルコフ過程で近似化でき，U フォールトと D フォールトとが同一のマルコフ
過程中に混在しても解析が可能となる．すなわち，チャネルに U フォールトと D フ
ォールトが混在している場合でも，システムのアンアベイラビリティを解析するこ
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表 1  故障率及び修復が指数分布に従う場合のアンアベイラビリティの推定式例[14] 
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時間を 1/μ[h] とすれば，矩形分布の 2 個の助変数との関係は本章 3 節の前提条件か









a ≫b とすれば，各チャネルの最初の故障までの平均時間MTTFF [h]及び故障まで
の平均時間MTTF [h]は以下となる． 
  12  abaMTTFF [h]                (9) 
12  bMTTF [h]                    (10) 
単一修理チームによる修復が矩形分布に従う場合の各チャネルのフォールトとシ
ステムのダウンとの関係は，図 6 となる． 
図中， 1t が十分大きく，定常状態での区間 1t から  bt 1 を考える．この区間で，例



























チャンネル 1 が修復すると， n1 システムは正常に戻る．その後，他のチャンネル




時刻 1t でチャネルが全て正常という条件下で， 1t から  bt 1 においてシステムが
ダウンとなる確率 bP は以下となる．  
     nnabnb abeabP  11                        (11) 
このときのシステムの平均ダウン時間 nMDT1 は以下となる．  
     11  nbMDT n [h]                      (12) 
また，1/n システムのアベイラビリティ nA1 は以下となる． 
 rbn PPA 1   btt 11, でダウン発生という条件下でその区間の t でダウン 
   bMDTab n
n
1  





















k/n システムを構成する k 個のチャネルの故障率が一定（指数分布）で，修復が指
数分布及び矩形分布に従う場合で，≪  とした近似解によるアベイラビリティの











































































































































































[1/h](一定)，修復分布が正規分布に従いその平均修復時間を 5[h]，分散 σ2 を
１に設定し，シミュレーションの時間を 10～107[h]及びその回数を 103～105 [回]とし














































図 7 修復時間が正規分布に従う場合のシミュレーション結果例 
条件：1/2 システム，単一修理チーム，故障率；1.0×10-3 [1/h](一定)，平均修復時間；5.0×10-１[h]， 
各チャネルの修復時間分布；正規分布，分散 σ2；１，シミュレーション；103～105[回]及び 10～107[h] 
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く収斂していることを示している．しかし，シミュレーション回数が 103 回の場合は， 
10
7 時間においてもその平均値に若干のゆらぎが見られる．試行 15 回によるこれら
収斂値の分布の平均値は 2.583×10-5 で，標準偏差は 1×10-7 以下であり，本研究に必要
な精度がほぼ得られている． 
一方，シミュレーション回数が 104 回及び 105 回では，106 時間以降は，ゆらぎが














(4) チャネルの修復分布の分散：1，ただし分散を 0～50 に変化した際の検討は，
6.2.2 参照， 
(5) シミュレーションの時間及び回数：107 [h] 
なお図 7 には，上記条件による指数分布及び矩形分布の推定値の比較を併記してあ
る．詳細は 6.2.1 (1) e)参照． 
６．２ 指数分布近似の妥当性 
システムを構成する各チャネルの故障率が指数分布に従い，その修復が指数分布



























表 3 より以下のことがいえる． 
a)1/1，1/2，2/3 及び 1/3 システムでは，各チャネルの修復が指数分布に従う場合
の差率は，最大 0.1％以下である．これにより，シミュレーション結果に十分な
計算精度が得られていると考えられる． 
b)1/1，1/2，2/3 及び 1/3 システムでは，各チャネル の修復が矩形分布に従う場
合の差率は，最大 0.9％以下である．この差率は，a)の指数分布の場合に比べ約





表 3 単一修理チームにおける推定値と収斂値例 
指　数 正　規 対数正規 矩　形
３ｈ 2.99E-03 0.00299 0.003 0.00299 0.00299 3.00E-03
５ｈ 4.98E-03 0.00498 0.00498 0.00498 0.00497 5.00E-03
７ｈ 6.95E-03 0.00695 0.00695 0.00695 0.00695 7.00E-03
１０ｈ 9.90E-03 0.0099 0.0099 0.0099 0.0099 1.00E-02
３ｈ 1.79E-05 1.8E-05 1E-05 1E-05 1.2E-05 1.20E-05
５ｈ 4.95E-05 4.9E-05 2.6E-05 2.6E-05 3.3E-05 3.33E-05
７ｈ 9.66E-05 9.7E-05 5E-05 5E-05 6.5E-05 6.53E-05
１０ｈ 1.96E-04 0.0002 1E-04 1E-04 0.00013 1.33E-04
３ｈ 5.35E-05 5.4E-05 3E-05 3E-05 3.6E-05 3.60E-05
５ｈ 1.48E-04 0.00015 7.8E-05 7.8E-05 1E-04 1.00E-04
７ｈ 2.88E-04 0.00029 0.00015 0.00015 0.00019 1.96E-04
１０ｈ 5.82E-04 0.00059 0.0003 0.0003 0.0004 4.00E-04
３ｈ 1.61E-07 1.6E-07 3.6E-08 3.7E-08 5.3E-08 5.40E-08
５ｈ 7.39E-07 7.4E-07 1.4E-07 1.4E-07 2.5E-07 2.50E-07
７ｈ 2.02E-06 2E-06 3.6E-07 3.6E-07 6.8E-07 6.86E-07


















d)1/2，2/3 及び 1/3 システムにおいて，各チャネルの修復が正規分布及び対数正規
分布に従い，かつ分散が 1 の場合では，両分布の収斂値に相違が見られなかった．
しかし，分散が 3 より大きくなると相違が見られた（詳細は 6.2.2 参照）． 
e) 各チャネルの修復が正規分布及び対数正規分布に従う場合の比率は，1/2 システ
ムでは 51～56％，2/3 システムでは 52～56％，1/3 システムでは 18～23％とな
る．また各チャネルの修復が矩形分布に従う場合の比率は，1/2 システムではほ
ぼ 67％，2/3 システムでは 67～68％，1/3 システムでは 33～34％となる．すな





ることが妥当でないことを示している（図 7 参照）． 
（２）二修理チームの場合 















表 4 二修理チームにおける推定値と収斂値例 
指　数 正　規 対数正規 矩　形
３ｈ 8.95E-06 8.9E-06 9E-06 8.9E-06 9E-06
５ｈ 2.48E-05 2.5E-05 2.5E-05 2.5E-05 2.5E-05
７ｈ 4.83E-05 4.8E-05 4.8E-05 4.8E-05 4.8E-05
１０ｈ 9.80E-05 9.8E-05 9.8E-05 9.8E-05 9.8E-05
３ｈ 2.68E-05 2.7E-05 2.7E-05 2.7E-05 2.7E-05
５ｈ 7.39E-05 7.4E-05 7.4E-05 7.4E-05 7.4E-05
７ｈ 1.44E-04 0.00014 0.00014 0.00014 0.00014
１０ｈ 2.91E-04 0.00029 0.00029 0.00029 0.00029
３ｈ 4.01E-08 4E-08 2.8E-08 2.8E-08 3.2E-08
５ｈ 1.85E-07 1.9E-07 1.2E-07 1.2E-07 1.5E-07
７ｈ 5.04E-07 5E-07 3.3E-07 3.4E-07 4E-07




















表 4 より以下のことがいえる． 
a)1/2，2/3 及び 1/3 システムの各チャネルの修復が指数分布に従う場合のシミュレ
ーション結果の差率は，最大 0.5％以下であり，このシミュレーション結果の検
討に十分な計算精度が得られている． 























ョン条件の内，分散のみを 0～50 に変化した場合のシミュレーション結果例を表 6
に示す． 
表中には，表 1 の指数分布及び表 2 の矩形分布の推定値に近い分散値の位置を 2
重線及び破線で示した．例えば修復が正規分布に従いその平均修復時間が最も小さ
い 3 時間の場合では，指数分布には分散が 7.15 で，また矩形分布には分散が 2.67 で 
指　数 正　規 対数正規 矩　形
３ｈ 2.68E-05 2.68E-05 2.69E-05 2.68E-05 2.68E-05
５ｈ 7.39E-05 7.4E-05 7.4E-05 7.4E-05 7.4E-05
７ｈ 1.44E-04 0.000144 0.000144 0.000144 0.000144
１０ｈ 2.91E-04 0.000292 0.000292 0.000292 0.000292
３ｈ 2.68E-08 2.65E-08 2.71E-08 2.69E-08 2.7E-08
５ｈ 1.23E-07 1.23E-07 1.23E-07 1.24E-07 1.23E-07
７ｈ 3.36E-07 3.35E-07 3.37E-07 3.35E-07 3.37E-07











































布及び矩形分布に従うとした場合の 1/1 システムから 5/5 システムまでの修理チーム
数と比率の関係を図 8 に示す．なお，図中の諸修復分布記号及びそれらに付した縦
線の幅は，チャネルの平均修復時間を 3～10 時間とした場合のシミュレーション結
条件：1/2 システム，1 修理チーム，故障率；1.0×10-3 [1/h]，平均修復時間；3～10[h]， 
分散 σ；0～50，シミュレーション時間及び回数：107 [h]及び 105[回] 
３ｈ 5h 7h 10h ３ｈ 5h 7h 10h
0 8.96E-06 2.48E-05 4.86E-05 9.87E-05 8.96E-06 2.48E-05 4.86E-05 9.87E-05
1 9.97E-06 2.58E-05 4.95E-05 9.97E-05 9.96E-06 2.58E-05 4.95E-05 9.97E-05
2 1.11E-05 2.68E-05 5.05E-05 0.000101 1.1E-05 2.68E-05 5.05E-05 0.000101
3 1.24E-05 2.79E-05 5.15E-05 0.000102 1.19E-05 2.78E-05 5.15E-05 0.000102
5 1.51E-05 3.01E-05 5.35E-05 0.000104 1.39E-05 2.98E-05 5.35E-05 0.000104
7 1.78E-05 3.26E-05 5.56E-05 0.000106 1.59E-05 3.18E-05 5.54E-05 0.000106
9 2.05E-05 3.53E-05 5.8E-05 0.000108 1.79E-05 3.37E-05 5.74E-05 0.000108
10 2.18E-05 3.67E-05 5.92E-05 0.000109 1.88E-05 3.47E-05 5.84E-05 0.000108
15 2.82E-05 4.34E-05 6.55E-05 0.000114 2.38E-05 3.97E-05 6.33E-05 0.000113
20 3.44E-05 5E-05 7.21E-05 0.00012 2.86E-05 4.45E-05 6.82E-05 0.000118
25 4.05E-05 5.66E-05 7.88E-05 0.000126 3.34E-05 4.94E-05 7.31E-05 0.000123
30 4.66E-05 6.31E-05 8.54E-05 0.000132 3.81E-05 5.44E-05 7.79E-05 0.000128
49 6.87E-05 8.71E-05 0.00011 0.000157 5.56E-05 7.26E-05 9.64E-05 0.000146
指数分布 1.80E-05 5.00E-05 9.80E-05 2.00E-04 1.80E-05 5.00E-05 9.80E-05 2.00E-04
矩形分布 1.20E-05 3.33E-05 6.53E-05 1.33E-04 1.20E-05 3.33E-05 6.53E-05 1.33E-04
  　　　μ
分散σ


























































































































ダビリティ，すなわち JIS Z 8115 による保全方式では，最近の機能安全に関わる規
格，JIS C 0508 に適合しにくい場合があることを指摘した． 
次に機能安全の観点からの U フォールトと D フォールトに立脚した保全，すなわ
ち，修理による修復分布が安全関連系のアンアベイラビリティに与える影響につい
て考察し，両体系の融合化を行った． 
その結果，U フォールトについては，修復が U フォールト分布に従う k/n システ











及び平均修復率を参考に用い，1/1 から 5/5 システムについて行った． 
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単一修理チームを持つ 1/2 システムのアンアベイラビリティに関して，IEC 61165
では，フォールトとその修理，非修理状態を考慮したシステムのダウンについて，


















このマルコフ過程では，1 つ前の状態 A が決まると，次の状態 B は A よりも前の
状態に無関係に決まる．このことは，あるシステムの修理チームが単一であるよう
な特別な場合に，あるチャネルを修理中に他のチャネルが故障すると，その時点で
修理中のチャネルを再度最初から修理し直すと解釈されている[付 2] [付 3]． 
ここで，チャネルの故障率と修復時間がそれぞれ [1/h]及び  [1/h]を持つ指数分
布に従う 1/2 システムについてタイムチャートで検討する． 





付図 1 の状態  0,0 →  0,1' →  1,1' →  '1,0 への遷移は，タイムチャートで付図 2 とな
る． 0,0 から  0,1' への遷移が付図 2 の時点 A である．同様に  0,1' から右下の  1,1' へ
の遷移が時点 B であり，この  1,1' から  '1,0 への遷移が時点 C である． 
 '1,0 から  0,0 への遷移が時点 D となる． 1,1' から  '1,0 へ遷移率 1　 [1/h]で遷移する
ことは，  0,1' においてチャネル 1 を修理中にチャネル 2 が故障すると，それまでの












付図 1 の定常状態での状態推移の平衡条件から解析解を求めると， 
      '' 0,120,11210,0 PPP  ＋＋   
          '' 1 , 120 , 01210,1 PPP  ＋＋   
      1,110,02120,1 '' PPP  ＋  
   0,121,11 '' PP    
   '' 0,111,12 PP    
         ＝１＋＋ '''' 1,11,10,10,10,0 PPPPP   
となる．ここで   21 ，   21 及び   から 

























チャネル 1が故障 チャネル 1が修復













となる，これは，本文の表 1 に示す単一修理チームを持つ 1/2 システムのアンアベイ
ラビリティの推定式に一致する． 
一方，二修理チームの 1/2 システムにおける状態遷移図[付 4]とタイムチャートと





















チャネル 1 が故障した時点 A でチャネル 1 の修理が開始され，チャネル 2 が故障
した時点 B でチャネル 2 の修理が開始される．チャネル 1 の修理は，チャネル 2 の
故障の影響を受けない．すなわち，システムのダウンは，これら 2 つのチャネルの












チャネル 1が故障 チャネル 1が修復
























付図 4 二修理チームの場合のタイムチャート 





















MFTr   
各チャネルがそれぞれ定数故障率及び平均フォールト時間 2T  1 を持つ 1/1
から 1/3 システムについて，状態遷移図を基にアンアベイラビリティの定式化の検討
結果を記す．これらは，本文図 4 作成の考察補助資料である． 
付２．１  1/1 システム 







1/1 システムの定常状態での状態推移の平衡条件及び T ≪１により，1/1 システム
のアンアベイラビリティ 11A ，すなわち，  1P の近似解により， 
  2111








の本文式(5) 及び本文表 2 の指数分布と矩形分布の結果と一致する． 
付２．２  1/2 システム 
1/2 システムのマルコフ近似による状態遷移図を付図 6 に，また付図 6 を簡略化し
たものを付図 7 に示す． 
 
 
















1 チャネルの平均フォールト時間は 2T であるが，2 チャネルの平均フォールト時
間は，式(6)より 3T となる．このため，1/2 システムのマルコフ近似では，状態  1,1 か
ら  0,0 には修復率 T3 [1/h]で遷移する．  
図 7 の定常状態での状態推移の平衡条件から， 
         11,11,00,10,0  PPPP      
            1,11,00,10,0 322 PTPPTP    
        1,00,10,0 22 PPTP     
        1,00,11,13 PPPT     
上式を T ≪１により算出したアンアベイラビリティ
















































    
1/2 システムのマルコフ近似は，不信頼度関数による定式化の本文式(5)及び本文表





























付図 7 付図 6 の簡略化 
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付２．３  1/3 システム 
マルコフ近似による状態遷移図を付図 8 に，また付図 9 を簡易化したものを付図
10 に示す．ここで，全てのフォールトは，状態  0,0,0 へ遷移する．また 2 チャネル
フォールトでは， 0,0,0 への遷移率は，式(6)より平均フォールト時間の逆数 T3 [1/h]，












付図 9 の定常状態での状態推移の平衡条件から， 
        1,1,01,0,10,1,11,1,1 PPPP           10,0,01,0,00,1,00,0,1  PPPP   
          1,0,00,1,00,0,10,0,0 23 PPPTP          1,1,01,0,10,1,13 PPPT     1,1,14 PT    
           1,0,00,1,00,0,122 PPPT   0,0,03 P   
        1,1,01,0,10,1,13 PPPT        1,0,00,1,00,0,12 PPP     
      1,1,01,0,10,1,1 PPP     1,1,14 PT   

















































































    
この場合も同様に，マルコフ近似は，不信頼度関数による定式化の本文式(5) 及び
表 2 の矩形分布の結果と一致する．また，2/3 システムのアンアベイラビリティ
32A は，
以下となる． 
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数以上（k/n システムで修理チーム数を r とすれば k－n＋r≧1(ただし n≦5)）なら
ば，諸修復分布の代替として指数分布を用いたときのアンアベイラビリティの誤
差（差率は最大 0.9％未満）はほとんど無いといえる．すなわち，従来行われてい
る指数分布の代替は，妥当であることが確認された 
しかし，チャネル数に比べて修理チームが尐ない（k－n＋r＜1）場合は，アンア
ベイラビリティ推定において，指数分布による修復分布の代替は，諸修復分布の
アンアベイラビリティの数倍から 100 倍程度となり，代替が不適切である場合が
多いことが新たに分かった． 
以上の成果は，従来のディペンダビリティ解析において修復分布の代替として
指数分布を無条件に用いてきた慣習に対して，適用条件に注意を促す有為な研究
結果である． 
また，修復が諸修復分布に従い，特に定式化が困難である場合のアンアベイラ
ビリティを厳密に算出するには，この研究で用いたモンテカルロシミュレーショ
ンによる方法が非常に有用であるといえる． 
さらに，このモンテカルロシミュレーションは，故障率が初期故障型のように
変化する低価格製品（例えばコンピュータシステムにおいて，3～5 個のハードデ
スクを用いた RAID システム）などにおいても，実際の信頼性･保全データをもと
に予備品や保全員の最適化へのシミュレーションが可能であることが分かった． 
 
以上のように（１）及び（２）の成果は，機能安全におけるそれぞれ定性的及び
定量的リスク評価に貢献すると結論付けられる． 
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